
 

 

「森林吸収源対策税制に関する検討会」開催要綱 

 

 

１．趣  旨 

税制抜本改革法、経済財政運営と改革の基本方針、与党税制改正大綱等を

踏まえ、地方財政審議会に「森林吸収源対策税制に関する検討会」を設置し、市

町村が主体となって実施する森林整備等に必要な財源に充てるための森林環

境税（仮称）の創設に向けて、具体的な仕組み等について総合的な検討を行う。 

 

２．名  称 

 本検討会は、「森林吸収源対策税制に関する検討会」（以下「検討会」という。）

と称する。 

 

３．構  成 

（１）関連する分野の学識経験者として、別紙に掲げる地方財政審議会特別委員

（地方財政審議会令第２条第２項に基づき総務大臣が任命）を検討会の構成

員とする。 

（２）（１）の者に加え、地方財政審議会委員及び別紙に掲げる地方公共団体関

係者をもって、検討会を構成する。 

 

４．運  営 

（１）検討会に座長を置き、地方財政審議会会長があらかじめ座長を選任する。 

（２）検討会は、座長が運営する。 

（３）検討会は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

（４）検討会の会議は、原則として公開しないが、会議終了後、配付資料を公表

するとともに、必要に応じブリーフィングを行う。また、速やかに会議の議事概

要を作成し、これを公表するものとする。 
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